
　人事行政の公正性と透明性を高めることを目的に、市の職員
任用、職員数、給与など、人事行政の運営等の状況について市民
の皆様にお知らせします。詳細な内容については、本庁３階閲覧
コーナーまたは市のホームページ（http://www.city.nagato.
yamaguchi.jp/）で見ることができます。
問い合わせ■企画総務部総務課人事係　℡ 23-1114
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「人事行政の運営等の状況」を
お知らせします

区 分

一般行政職

計

区 分

一般行政職
福 祉 職
消 防 吏 員

計

議 会

総務企画

税 務

民 生

衛 生

農林水産

商 工

土 木

小 計

教 育

消 防

小 計

水 道

下水道

その他

小 計

2 人

2人

1人

1人

退 職 者 数

試 験

5 人

1人

4人

10人

選　考

0 人

0人

0人

0人

　計

5 人

1人

4人

10人

● 採用の状況（H21.4.2～H22.4.1） ● 部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在：人）

● 退職の状況（平成21年度）

● 再任用の状況（H21.4.2～H22.4.1）

● 採用試験実施状況（平成21年度）

● 人件費の状況（普通会計決算）

● 職員給与費の状況（普通会計予算）

27 人

再　　　任　　　用

更 　 　 新

一

般

行

政

特
別
行
政

公
営
企
業
等

合 計

区分

部門 平成21年

5

113

27

91

39

39

10

37

361

60

67

127

18

22

21

61

549

[629]

平成22年

5

111

25

88

38

40

10

35

352

54

67

121

18

21

23

62

535

[629]

△2

△2

△3

△1

1

△2

△9

△6

△6

△1

2

1

△14

総務部門の出張所、ケーブルテ
レビ等業務の見直し

係等統廃合

支所民生部門の年金・国保・後期高齢者医
療業務体制見直し、保育所退職者部分補充

保健業務体制の見直し

農業振興業務の増

土木関係業務の見直し

社会教育、文化財保護、図書館業務の統合・
見直し、給食調理員退職者不補充

下水道業務の統合

年金・国保・後期高齢者医療業務体制見直し

対前年

増減数
主 な 増 減 理 由

職 員 数

試験職種

一般行政職
福 祉 職
消防吏員
計

区 分

２１年度

区 分

２２年度

採用者数

5 人

1人

4人

10人

採用予定者数
（募集人員）

5 人

1人

5人

11人

住 民 基 本 台 帳
人口（21年度末）

39,363 人

職 員 数
A

470 人

給 料

1,853,544千円

職 員 手 当

218,093千円

期末勤勉手当

700,588千円

計　B

2,772,225千円

一 人 当 た り
給 与 費 B／ A

5,898千円

歳 出 額
A

20,235,574千円

実 質 収 支

333,112千円

人 件 費
B

4,561,464千円

人 件 費 率
B／A

22.5%

１次試験
受験者数

46 人

17人

23人

86人

給　　　　　　与　　　　　　費

（注）職員数は、一般職に属する職員数で、教育長、休職者、派遣職員を含み、
臨時および非常勤職員は除いています。［　］内は、条例定数の合計です

職員の任免および職員数に関する状況

職員の給与の状況

● 職員の初任給の状況（平成22年４月１日現在）

● 退職手当の状況（平成22年４月１日現在）
● 特殊勤務手当の状況（平成22年４月１日現在）

● 時間外勤務手当の状況

● 期末手当・勤勉手当の状況（平成21年度）● 一般行政職の級別職員数（平成22年４月１日現在）

● 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成22年４月１日現在）

● 職員の平均年齢、平均給料月額および給与月額の状況（平成22年４月１日現在）
① 一般行政職

② 技能労務職

（注）（　）内は、再任用職員に係る支給割合です

（注）退職手当の１人当たりの平均支給額は、前年度に退職した全
職種に係る職員に支給された平均額です

国

ー

同　　左

・役職加算　　5～20％

・管理職加算 10～25％

国

同　　左

区　　　　分

長　　　門　　　市 国

一般行政職
大 学 卒

高 校 卒

初 任 給

172,200 円

140,100 円

初 任 給

172,200 円

140,100 円

経 験 年 数 １０ 年

252,200 円

207,000 円

経 験 年 数 １５ 年

290,100 円

252,200 円

経 験 年 数 ２０ 年

340,700 円

290,100 円

大 学 卒

高 校 卒

区 分

１　級

２　級

３　級

４　級

５　級

６　級

７　級

職 員 数

5 人

20人

125人

56人

59人

46人

7人

構 成 比

1.6％

6.3％

39.3％

17.6％

18.5％

14.5％

2.2％

標準的な職務内容

事務・技術職員

事務・技術職員

主任主事・主任

係長・主任

課長補佐・係長

部次長・課長・主幹

部長

区 分

長 門 市

国

一般行政職

平 均 年 齢

42.9 歳

41.9 歳

平 均 給 料 月 額

334,622 円

325,579 円

平 均 給 与 月 額

378,038 円

362,744 円

395,666 円

区 分

長 門 市

国

平 均 年 齢

49.3 歳

49.3 歳

平 均 給 料 月 額

325,755 円

284,517 円

平 均 給 与 月 額

347,035 円

344,091 円

322,291 円

長　　門　　市

１人当たり平均支給額（平成21年度）
1,429千円

（平成21年度支給割）

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等によ
る加算措置
　・役職加算　5～20％

長　　門　　市
支給実績（21年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度）

手当の種類

5,569千円

50千円

13.7％

12　

42,060千円

131千円

その他の加算措置　定年前早期退職特例措置
（2～20％加算）
１人当たり平均支給額

（支給率）
勤続 20年
勤続 25年
勤続 35年
最高限度額

自己都合
23.5 月分
33.5 月分
47.5 月分
59.28 月分

勧奨・定年
30.55 月分
41.34 月分
59.28 月分
59.28 月分

23,944 千円

期末手当
2.75 月分
(1.5) 月分

勤勉手当
1.40 月分
(0.70) 月分

支給実績（平成21年度決算）

支給１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

（注）１「平均給料月額」とは、平成２２年４月
１日現在における各職種ごとの職員の基
本給の平均です
２「平均給与月額」とは、給料月額と毎月
支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、
時間外勤務手当などの諸手当を合計した
ものです。このうち、上段はこれら全て
の諸手当込みのもので、下段は国家公務
員の平均給与月額には、時間外勤務手当、
特殊勤務手当等の手当が含まれていない
ことから、比較のため国家公務員と同じ
ベースで再計算したものです

（注）1  長門市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です
　　 2  標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職

　務です 

区　　　　分
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● その他の手当（平成22年４月１日現在）

● 特別職の報酬等の状況（平成22年度）
区　　　分 給　料　月　額　等

（算定方式）
給料月額×在職月数×0.25（0.5）
給料月額×在職月数×0.3
給料月額×在職月数×0.25

○借家
基礎控除額 8,000 円

国 12,000 円

○自宅
一律 2,000 円

（新築５年以内
3,000 円）

国　制度なし

○交通用具
２㎞から60㎞以上
13区分
2,000～24,500 円

（支給時期）
任期毎
任期毎
任期毎

市 長
副市長
教育長

議 長
副議長
議 員

市 長
副市長
教育長

○配偶者　13,000 円

○子・父母等
　１人につき　6,500 円 

○配偶者がない職員の扶養親族のうち
　１人目のみ　11,000 円
○満16歳の年度始めから満22歳の年度末までの子１人につき
　5,000 円の加算

○借家
・家賃 19,000 円以下
家賃から 8,000 円を控除した額

・家賃 19,000 円超
家賃 19,000 円を控除した額の２分の１ (16,000 円が限度 ) に
11,000 円を加算した額

・最高限度額　27,000円

○自宅　同額 2,000円（新築・購入の日から 5年まで3,000円）

○交通機関
　運賃 (定期券 )が 55,000 円以下の場合　運賃相当額
○交通用具
　片道２㎞から40㎞以上まで14区分 (月額 3,000 円～24,000 円 )

管理・監督の地位にある職員に支給
部長44,250円、部次長37,395円、課長 33,240円、主幹 29,085円
課長補佐19,830円を支給

祝日法による休日等、年末年始の休日等において、正規の勤務時間に勤
務した職員に支給　時間単価の35％増の額支給

宿日直勤務をした職員に支給　4,200 円

管理職手当を受ける職員が、臨時または緊急の必要により週休日等に勤
務した場合に支給

　部・課長級 6,000 円　課長補佐 4,000 円 (６時間超 150/100 を乗じた額）

正規の勤務時間として、深夜に勤務した職員に支給

　時間単価の 25％を支給

同 じ

異なる

異なる

異なる

同 じ

同 じ

同 じ

同 じ

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

管理職手当

休日勤務手当

宿日直手当

管 理 職 員
特別勤務手当

夜間勤務手当

（平成 22年度支給割合）

2.95月分

（平成 22年度支給割合）

2.95月分

期末手当

退職手当

区　　　分 給　料　月　額　等

内　容　お　よ　び　支　給　単　価手 当 名
国との
異　同

国 の 制 度 と
異 な る 内 容

市 長

副市長

教育長

議 長

副議長

議 員

553,000 円（790,000 円）

630,000 円

476,000 円（560,000 円）

425,000 円

360,000 円

320,000 円

給 料

報 酬

※平成 21年 8月からは市長 30％、教育長 15％減額しています
（ ）内は、減額前の額

※平成 25年 4月 23日までに退職した市長の退職手当は 50％減額し
て支給します。（ ）内は、減額前の率

○国の手当
46,300～137,700円

● 介護休暇の取得状況（平成21年度）

● 職員の分限処分の状況（平成21年度）

● 職員の懲戒処分の状況（平成21年度）

● 職員研修の状況（平成21年度）

● 勤務成績の評定の状況

● 育児休業、部分休業の取得状況（平成2１年度）

● 一般職員の勤務時間の状況

● 一般職員の年次有給休暇の取得状況

区　　　　　分

男　性　職　員

女　性　職　員

計

平成21年　平均取得日数 8．8日

勤務実績が良くない場合

心身の故障の場合

職に必要な適格性を欠く場合

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過
員を生じた場合

刑事事件に関し起訴された場合

条例で定める事由による場合

合　　計

処分の種類
処分事由

山口県人づくり財団

派遣（実務）研修

長　門　市

区　　　　　　分 研　　修　　課　　程 回　　　数 延 受 講 者 数

９

48

388 人

103人

3人

公用文書き方研修、財務会計事務研
修、e-ラーニング研修など

一般研修、専門研修、特別研修

下関市観光振興課、後期高齢者医療
広域連合、自治大学校税務派遣研修

男 性 職 員

女 性 職 員

計

取　得　者　数

０人　

０人　

０人　

０人　

０人　

５人　

５人　

５人　

５人　

育児休業取得者数区　　分 部分休業取得者数

０人　

０人　

０人　

０人　

０人　

０人　

１ 週 間 の 正 規 の
勤 務 時 間

１ 日 の 正 規 の
勤 務 時 間 開 始 時 刻 終 了 時 刻 休 憩 時 間

38時間45分 ７時間45分 ８：３０ １７：１５ 12:00～13:00

降 任 免 職

１

１人０人０人 ０人

０人　

１人　

０人　

０人　

０人　

０人　

１人　

休 職 降 給 合 計

処分の種類
処分事由 戒 告 減 給 停 職 免 職 合 計

法令に違反した場合

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合

合　　　　計

　

０人　

　

０人　

　

　

０人　

　

０人　

０人　

０人　

０人　

０人　

（注）１．分限処分とは、職員が一定の事由によりその職責を十分に果たすことが期待できない場合に、職員の意に反して不利益な身分上
の措置を講ずることをいいます
２．懲戒処分とは、公務における規律と秩序を維持することを目的に、職員の義務違反に対する制裁として行う処分をいいます

　毎年１回、職員の能力等について各所属長が評価する内申書及び自己申告書を参考に、職員の昇任、異動等を行っています
　平成19年度から客観的で公平性・納得性や透明性の高い制度の構築に向けて、課長・主幹を対象に「人事評価システム」の試行を
実施しています。平成20年度は課長補佐まで、平成22年度は係長まで、平成23年度は係員まで拡大し、平成24年度から導入予定

（注）上段は平成２１年度に新たに取得した者、下段は平成２０年
度から平成２１年度にかけて引き続いている者の数です

（注）職務の特殊性または当該公署の必要等により、特別の形態によって勤務する必要のある職員の勤務時間については、任命権者が別
に定めています

職員の勤務条件、分限・懲戒、研修に関する状況


